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ニューカントリー2013年 8月号 特集：TPP参加で高まる食の不安	

アメリカの要求と遺伝子組換え表示制度	

久野秀二（京都大学大学院経済学研究科教授）	

	

	

本稿のポイント	

① ＴＰＰ（環太平洋）とＴＴＩＰ（環大西洋）のいずれの交渉においても、残留農薬基準や食品添加物の規制、

ＧＭ作物・食品の表示規制などの非関税障壁の撤廃・整合化が米国の要求事項として重視されている。	

② 米国のＧＭＯ規制（事実上の自主規制）は政府・産業界・推進派科学者によって「健全な科学」に基づくと

されているが、国内でもそのあり方に批判があり、未承認ＧＭ小麦の混入も偶発的とは言えない。	

③ 米国内でもＧＭ食品表示を求める世論が急速に高まっており、連邦議会では関連法案の否決が続いているも

のの賛同議員は増えており、義務表示法案が可決される州も生まれている。	

	

	

 ＴＰＰ交渉で強まるＧＭＯ表示の撤廃要求	

 参議院選挙が始まって以降も大手マスメディアによる歪曲が続いているが、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の争

点は農産物の関税に限られるわけではない。農業食品分野に限定しても、コメなど一部の高関税品目を含む関税

障壁の撤廃に終始しているわけではない。まさに本特集が注目するように、残留農薬基準や食品添加物の規制、

遺伝子組換え作物・食品（ＧＭＯ）の表示規制が、米国政府・産業界から一貫して非関税障壁とみなされてきた

し、今回の TPP交渉でも数多くの農業食品関連企業・団体が重視し、その撤廃を要求している事柄である。	

 とはいえ、日本のＧＭＯ義務表示の撤廃については、米国政府・産業界がことさら重要視しているようには見

受けられない。これは後述するＥＵに対する圧力と比べると一目瞭然である。日本の緩やかな表示制度が米国の

産業利益を大きく損ねているわけではないからかもしれないし、いわゆる信頼醸成措置として日本政府が率先し

て受け入れたＢＳＥ輸入規制緩和のように、この種の対日要求の実現に最初から困難を感じていないからかもし

れないが、それでも 21 世紀型の「高い水準の包括的な協定」を目指すＴＰＰ交渉において、ＧＭＯ義務表示の

問題が見過ごされているわけでは当然ない1。	

今年 6 月に締め切られた日本の交渉参加に関する米国通商代表部（ＵＳＴＲ）公募意見2についてはフォロー

できていないが、2012 年 1 月に締め切られた最初のＵＳＴＲ公募意見3や関連する公聴会等での陳述を筆者は詳

細に検討したことがある4。モンサント等のバイオメジャーが関与する米国業界団体のうち、米農薬工業界は農薬

規制の整合化、投資家保護や知的所有権の強化を主眼とし、米バイオ産業協会も医薬品にほぼ限定した意見を述

べていた5。しかし、例えばモンサントも正会員である全米穀物飼料協会や穀物メジャーのカーギルは、「農業バ

イテクの利用促進とバイテク製品の貿易促進を妨げている」ＧＭＯ義務表示の争点化を米国政府に要求すること

を忘れていない。	

	

 ＧＭＯをめぐる国際情勢	

 ＩＳＡＡＡのデータによると、2012 年、世界全体のＧＭ作物栽培面積は 1.7 億 ha に達した6。対象作物（大豆、

トウモロコシ、綿花、ナタネ）、品種特性（除草剤耐性、害虫抵抗性）、生産国（米国、ブラジル、アルゼンチン、

カナダ）の大きな偏りは相変わらずだが、全栽培面積に占めるＧＭ品種の割合は大豆と綿花で 81％、トウモロコ

シで 35％、ナタネで 30％となっており、その世界的広がりを軽視することはできない。とくに日本が輸入の多

くを依存する米国では、大豆とトウモロコシの作付面積の 9 割がＧＭ品種で占められている。大豆についてはア

ルゼンチンでほぼ全て、ブラジルでも 7 割を占めるとされる。ナタネの主要輸入先であるカナダも同様の状況に
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ある。日本の総合商社をして非ＧＭ品種の調達に苦慮しているのもそのためである。	

 国際社会は生物多様性条約バイオセーフティ議定書7によって、生物多様性に悪影響を及ぼすおそれのある限り

でＧＭＯの国際移動を規制できるが、ＧＭ作物の主要生産輸出国が未批准であるため十分な効力を発揮し得ない

でいる。他方、ＧＭＯへの何らかの義務表示規則が日本やＥＵ諸国を含む世界 64 カ国で導入されているが8、や

はり主要生産輸出国の米国・アルゼンチン・カナダに義務表示規則は存在しない。認可手続きについても、とく

にＥＵ諸国と米国の考え方に大きな乖離が存在し、ＷＴＯ紛争処理案件として取り上げられた経緯がある。ＴＰ

Ｐ、そして米国とＥＵとの間で交渉が始まった環大西洋貿易投資協定（ＴＴＩＰ）におけるＧＭＯ表示規則の争

点化の背景にはこのような事情がある。	

	

 ＧＭＯ表示制度の現状	

 日本の表示規則はＥＵに比べるとかなり緩いが、それでも法律で義務づけられている以上、米国政府・産業界

からの撤廃要求は避けられない。日本では安全性が確認されたＧＭ作物・食品について、2001 年 4 月から「遺

伝子組換え」または「遺伝子組換え不分別」表示の義務化が定められている。しかし第一に、植物油や異性化糖

などの加工食品には組換えＤＮＡやそれによってつくられるタンパク質が「残らない」という理由で義務表示の

対象から除外され、家畜飼料にも表示義務はない。他方、ＥＵではあらゆる食品と飼料に表示が義務づけられて

いる。第二に、任意で「遺伝子組換えではない」表示を行う場合も、「意図せざる混入」が 5％まで認められてい

る。ＥＵではこの上限が 0.9％、韓国でも 3％に設定されている。第三に、今年 5 月に米オレゴン州で未承認の

ＧＭ小麦が見つかった際に、農林水産省はただちに販売と入札を停止するとともに、混入の有無を検査する体制

を確立し、陰性の結果を確認した上で販売を再開したが、未承認ＧＭ作物の飼料への混入については、「我が国

と同等またはそれ以上の水準の安全性に関する審査の制度を有すると農林水産大臣が認める外国政府の審査によ

り安全性が確認されている」ことを条件に 1％まで許容する方針がすでに存在する9。他方、ＥＵではこれを検出

限界の 0.1％に設定する決定が 2011 年に欧州委員会で下されたものの、現在まで事実上のゼロ許容量政策が続け

られている。米国は未承認ＧＭＯの低レベル混入を許容しており、他国にも低レベル混入を輸入禁止の理由とし

ないよう要求しているため、ＴＴＩＰでも争点の一つとなっている10。	

	

 米国におけるＧＭＯ規制	

 端的に言って、米国にＧＭＯを独自に規制する法制度は存在しない11。ＧＭＯは未知の新規生物ではなく、実

質的に同等とみなせる従来生物との対比で安全性を評価すれば十分だとされているからであり、そのため既存の

作物規制や食品規制がつぎはぎ的に適用されている。高機能性を謳って付加価値を高めたＧＭ品種を別とすれば

作物自体に違いはなく、つまり「実質的に同等」だからＧＭＯに表示義務はない。むしろ製法の違いによる「差

別」は消費者に無用な混乱を与えるとの理由から、表示自体が制限されている。食品安全性を担当する食品医薬

品局（ＦＤＡ）が独自に安全性評価することはなく、開発事業者による自主規制にほぼ委ねられている。圃場栽

培と州間移動については農務省（ＵＳＤＡ）が担当するが、ここでも開発事業者による届出制となっており、簡

単な審査で認可されたＧＭ作物やそれと類似のＧＭ作物は規制対象から除外され、それゆえ商品化後のモニタリ

ングも実施されることはない。交雑防止の栽培ガイドラインも開発事業者と農業生産者の自己責任である。こう

した規制制度の杜撰さは、学術研究会議（2004 年）や農務省内部監査（2005 年）、会計検査院（2008 年）など

から再三にわたり改善勧告を受けてきた事実が物語っている。2000 年に発覚して世界中を騒がせたスターリン

ク・コーン事件をはじめ、米国でさえ未承認のＧＭ作物が栽培・流通過程に混入する事件が相次いできたのも無

理はない。それゆえ今回の未承認ＧＭ小麦の発見も偶発とは思えないが、同品種を開発し 2004 年まで試験栽培

していたモンサントは「意図的な行為（妨害工作）」の可能性さえ示唆しているようである。	
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 米国政府・産業界によれば、ＧＭＯの安全性は「健全な科学」によって検証されており自明であるという。し

かし、そのような立場からは全否定されているものの、「健全な科学」では実施されてこなかった長期飼養実験

の結果を踏まえてＧＭＯの食品安全性に疑問を呈する研究も少なくない。そもそも、科学的な安全性評価の「健

全性」も定かではない12。中立的な研究者が安全性評価試験を実施したくても、ＧＭ種子を入手するためには開

発企業の事前承諾を得る必要があり、その際に詳細な実験計画を開示しなければならず、研究成果の扱いにも制

約が加えられる。もし企業利害と衝突するような結果が出ても、開発企業や推進派科学者からの組織的なバッシ

ングに晒されるリスクを冒してまで公表する勇気をもつ研究者は多くはないだろう。研究者の間で萎縮と自己規

制の雰囲気が蔓延しているし、逆に、肯定的な結果を示す「健全な科学」の大半が開発企業の影響下で行われた

ものであるとされる。	

さらに、除草剤耐性作物で顕在化しているように、除草剤耐性雑草の相次ぐ出現が当該除草剤の大量散布や毒

性の高い他の除草剤の散布を余儀なくさせ、結果的に生態系や周辺住民の健康に多大な悪影響を及ぼしているこ

とが各地で報告されているし、残留農薬への不安も高まっている13。社会経済的側面への影響も無視できない。

ＧＭＯへの異議申し立てと表示要求の根拠は、推進派が「検証済み」と主張する食品安全性だけに向けられてい

るわけではないのである。	

	

 米国でも高まるＧＭ食品表示要求	

実は米国でも最近になってＧＭＯ表示を求める動きが活発化している14。昨年 11月にカリフォルニア州でＧＭ

Ｏ食品表示法案の是非を問う州民投票が実施された。投票日前の 9 月下旬に行われた世論調査では法案支持が

61％、不支持が 25％、態度保留が 14％だったが、反対票を組織するためにモンサントやコカコーラ、ペプシコ、

コナグラ、ケロッグ、ハインツ等の大手農業食品企業が計 4600 万ドル以上の資金を投入して宣伝攻勢を仕掛け

た結果、最終的には支持 47％、不支持 53％で否決されてしまった15。それでも、投票者の 67％は依然としてＧ

Ｍ食品表示を望んでおり、不支持票を投じた有権者の約 2 割が義務表示の必要性を認めているとのことである16。	

こうした動きはカリフォルニア州だけにとどまらない。連邦上院議会では今年、次期農業法に対して二つの修

正案が提出された。そのうちサンダース議員（バーモント州）が提案した「ＧＭ原料が含まれる食品への表示を

州レベルで許可する」修正案17は 5 月に賛成 27 票、反対 71 票で否決されたものの、昨年に否決された同趣旨の

修正案18に続き、これまで箸にも棒にもかからなかった義務表示要求に 27名もの上院議員が賛成票を投じている

事実は重要である19。また、デファジオ議員（オレゴン州）が「ＧＭ食品について知る権利」を求めて下院に提

出した連邦食品・医薬品・化粧品法への修正案20には 38名の議員が、ボクサー議員（カリフォルニア州）が上院

に提出した修正案21には 11名の議員がそれぞれ共同提案者に名を連ねている。さらに、その認可をめぐって反対

世論が強まっているＧＭ鮭についても、ＦＤＡが新たに認可した場合にＧＭＯ表示を行うための財政支出を上院

歳出委員会が 6月に決定している。	

州レベルでも、6 月にコネチカット州議会22とメーン州議会23でＧＭ食品表示法案が可決された。その発効と実

施には他の数州でも同様の法案が可決される必要があるが、すでに下院で可決され上院の審議待ちとなっている

バーモント州など北東部諸州を中心に現在 26 州でＧＭ食品表示法案が提出されており、州民投票の実施が検討

されている州もある24。もっとも、連邦議会で「州レベルでの表示を許可する」修正案が否決されており、モン

サント等の利害企業が表示法案を可決した州政府を訴える懸念も取りざたされているため楽観はできないが、Ｔ

ＰＰやＴＴＩＰの交渉に影響する可能性もあり、今後の展開から目が離せない。	
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1	事実、米国の主席農業交渉官はモンサントの前ロビイストである Islam	Siddique氏であると報じられている。	
2	原文は www.regulations.govで「USTR‐2011‐0018」を検索すればすべて入手できる。	
3	同上、「USTR‐2013‐0022」で入手できる。	
4	久野秀二（2012）「米国農業関連業界は TPP に何を求めているか:	議会公聴会･USTR 公募意見で明らかになった問題点」『農

業と経済』78巻 6号／2012年 5月号（特集：見えてきた TPPの本質）、58‐74頁	
5	米バイオ産業協会（BIO）はマレーシアが TPP交渉に参加するに際して、同国の GMO規制に注文をつけ、とくに生物多様性

条約やバイオセーフティ議定書に積極的だった同国の環境影響規制を牽制し、GMO規制は米国と同じく「健全な科学」に基づ

くべきであるとする意見書を 2010年 11月に提出している。TTIPに関わっても、EUの GMO規制を支える「予防原則」を非

科学的で政治的であるとして非難する意見書を提出している。	
6	 ISAAA（国際アグリバイオ事業団）は産業界の支援を受けた「NPO」で、そのデータの真偽は確かめられていないが、現在入

手しうる唯一の国際データである。	
7	 2000 年に成立し、遺伝子改変作物（LMO）の国境移動に関わって事前通告と事前影響評価に基づく合意ルールを定めたバイ

オセーフティ議定書（通称カルタヘナ議定書）に加え、2010 年 10 月に名古屋で開催された締約国会議（MOP5）では、LMO
の越境移動に伴う生態系へのダメージ（遺伝子汚染）に対する責任企業への損害最小化・拡散防止・原状回復などを義務づけ、

各国に補償内容を含む国内法を整備することなどを定めた「責任及び救済についての名古屋・クアラルンプール補足議定書」

が採択されている。	
8	 TPP交渉参加国では、オーストラリア、日本、マレーシア、ニュージーランド、ペルー、ベトナムが GMO義務表示制度を導

入している。それ以外に、東・東南・南アジアでは中国、インド、インドネシア、韓国、スリランカ、台湾、タイが含まれる。	
9	 2011年 9月 1日農林水産省告示第 1674号「飼料及び飼料添加物の成分規格等に関する省令別表第 1の 1の（1）のシ但し

書の規定に基づき、組換え DNA技術によって得られた生物を含む飼料の安全性の確保に支障がないものとして農林水産大臣が

定める基準に定める件」	
10	 2013 年 3 月 4 日付で、米国の農業食品関連 64 団体の連名書簡が USTR ロン・カーク代表宛に出され、さらに 5 月 20 日付

で 47団体の連名書簡が 6月に次期 USTR 代表に任命されていた国際経済担当大統領副補佐官のマイケル・フローマン氏宛に出

された。そこでは、米国と EUの SPS関連措置に大きな乖離をもたらしている EUの「予防原則」を「消費者の安全性志向に名

を借りた保護主義」として非難し、TTIP が TPP と同じく包括的かつ例外を認めない交渉枠組みに基づくように要求している。

また、それに先だって、上院財政委員会のマックス・ボーカス委員長および野党主席メンバーのオリン・ハッチ委員が USTR
カーク代表に米欧自由貿易協定（現 TTIP）の優先的交渉項目として、①米国産農畜産物の市場アクセスを筆頭に、②知的所

有権保護強化、③サービス貿易の促進、④規制の整合化と遵守、⑤紛争処理メカニズムの確立を提示している。①では主と

して SPS 措置に関わる非関税措置を問題視し、GMO 規制、成長ホルモン使用牛肉規制、食肉抗菌処理規制、飼料添加物規制な

ど「非科学的」規制措置の撤廃を要求している。なお、規制制度の整合化と環大西洋貿易の円滑化という点で、これら米国か

らの要求は EU側の食品産業団体（FoodDrinkEurope）やバイオ産業団体（EuropaBio）から支持されている。	
11	久野秀二（2011）「GMOをめぐるポリティクス」、池上甲一／原山浩介編『食と農のいま』ナカニシヤ出版、81‐98頁。	
12	同上。	
13	久野秀二（2012）「誰がタネを制するか？	種子ビジネスの現状と対抗運動の可能性」、『農業と経済』78 巻 12 号／2012 年

12 月号（特集：知っておきたいタネの世界）、5‐21 頁。例えば、トウモロコシの除草剤使用量は、除草剤耐性品種導入前の

1995 年に 236 万ポンドだったグリホサート（ラウンドアップ有効成分）がスタック品種を含む除草剤耐性品種の普及率が 7％
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